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福島地方裁判所いわき支部 民事部 御中

被告東京電力ホールディングス株式会社訴訟代理人弁護士 棚 村 友 博ti，

同

同

同訴訟復代理人弁護士

田 中 秀 幸難

青 木 翔 太郎儂驚
導苔＞1濃＼
：

石 川 陽 菜播il

第1は じめに

本 準備 書面 において は，原告 ら提出の準備書面 （32） （初期混乱期以降 の

継続 的被 害について） （以下 「原告 ら準備書面 （32） とい う。） にお ける原

告 らの主張に対 して，必要な範囲で反論するものである。

なお，被告東京電力提出の答弁書及び準備書面において定義 された文言につ
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いては，特に断 りのない限 り，本準備書面においても，同様の意味を有するも

のとする。

第2原 告 ら準備 書面 （32） に対す る反論

1初 期混乱期以降の継続的被害について

原告 らは，原告 ら準備書面 （32） において，本件事故 に よる初期段階にお

ける異常な混乱が一定程度収束 した後においても，原告 らは，現在に至るまで，

様々な被害を 日々受 け続けていると主張す る （原告 ら準備書面 （32） の4～

5頁 ）。

しか しなが ら，被 告東京 電力準備書面 （10） の11頁 以 下において詳述 し

た とお り，法 的な精神的損害の発生の有無については，被害者の主観的事情の

みによって判断され るべきではなく，客観的事情に基づいて判断することが必

要である。被害者が，主観的に強い精神的な苦痛を受けた と主張する場合であ

っても，これを法的な損害 と捉えて加害者 に帰責するためには，客観的にその

ような精神的な苦痛が生ず るだけの科学的な根拠及び基礎 となる事実があるこ

とが必要であ り，かかる事情を踏まえて，一般的 ・合理的な見地より，法的な

権利侵害が発生 していると評価 され る場合でなくてはな らない。

しか しなが ら，中間指針追補等が賠償の対象 となると定めている精神的損害

を超える損害 については，低線量被ばくに係 る科学的知見及びその周知状況を

踏まえても，原告 らの法的な権利利益に対す る具体的危険が生 じているものと

はい うことはできない。すなわち，本件事故発生当初の時期における混乱が収

束 した後において，科学的な知見 もより一層広 く認識 されるに至 り，また，い

わき市内の空間放射線量率の状況等を踏まえれば，本件事故の影響によって，

原告 らの健康に対する具体的な危険が生 じている状況にあるとはいえないから，
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中間指針等及び被告東京電力賠償基準に基づく賠償額を超えて精神的損害の賠

償を求める原告らの主張には理由がない。

2被 侵害利益について

（1） 「本 件事故 によって原告 らが失ったもの」について

原告 らは，本件事故前は被ばくによる健康状態を気 にす ることなく，自然

：豊かな地域で家族や地域 とっなが り，共同体を形成 し， 自ら選んだ土地に家

を建て，密 接な人間関係の下で職業を選んで生計を立て，平穏で安全な日常

生活 を送 り，人間関係，地位，財産，習慣や思い出等を築きあげていたが，

それが本件事故によって，これまでの生活そのものを失った，これ らは地域

の空間線量率が事故前の水準に戻 り，かつ本件原発の廃止措置が終了するま

では以前 と同じような状態を取 り戻すことはできず，従前の居住地において

「平穏で安全な社会生活を営むこと」ができなくなった，と主張する （原告

ら準備書面 （32） の5～6頁 ）。

しか しなが ら，後述 の とお り，本件事故発生当初の時期以降において，い

わき市にお ける空間線量率は大きく低減 してお り，また，いわき市民は，本

件事故前 と同様の生活状況を取 り戻していることか ら，原告 らが 「平穏で安

全な社会生活を営む こと」ができなくなった とい う原告 らの主張はそもそも

事実に反す る。

（2） 「原 告 らが侵害 された平穏 生活権」について

原告 らは，本件事故以前の自然放射線量率を上回る放射線量率が計測 され

ているいわき市内において，今後も継続 して 日々の生活 を送 ることを余儀な

くされているが，低線量被ばくの健康影響は科学的に未解明であ り，健康に

対す る悪影響の可能性があるとい うことからくる不安やス トレスは小 さくな
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く，また，福島県民の子供を対象 とした甲状腺検査の毎年の公表結果の内容

は，決 して減少や収束を示すものではな く，再び事故が起 これば，大量の放

射線量に被 ばくし，再び避難生活を余儀な くされるかもしれないとい う不安

は大きく，このような原告 らの放射線被ばく等に対する不安は，自らの生命 ・

身体を害されるかもしれない とい う不安であ り，そのような継続的被害によ

って，身体権に直結 した平穏生活権が侵害 されていると主張する （原告 ら準

備書面 （32） の7～8頁 ）。

しか しなが ら，被 告東京電力準備書面 （10） の15頁 におい て述べ た と

お り，本件 事故発生当初の時期において，放射線被ばくにより健康被害を受

けるかもしれない とい う恐怖 と不安を抱きながら自主的避難等対象区域に滞

在 を続けた場合における，正常な 日常生活の維持 ・継続が相 当程度阻害 され

たために生 じた精神的苦痛にっいては，中間指針追補に基づき精神的損害の

賠償対象 とされているところであるが，これを超えて，低線量の放射線被ば

くそれ 自体によって，原告 らの具体的な法的権利が危険にさらされ，侵害さ

れていると評価することはできない。

すなわち，いわき市内の空間放射線量率は，本件事故直後，一時高くなっ

たものの，その後急激に低下 し，平成23年4月 には毎時1マ イ クロシーベ

ル トを大 き く下回 るに至 り，同年6月 には，毎時0．24マ イク ロシーベル

トと概 ね年 間1ミ リシーベル トの領域 にま で低 下 していることが認め られ

（乙C31の2） ， さらにその後 も，政府 に よる避難指示の基準である年間

20ミ リシーベル ト （時 間換 算3．8マ イ クロシーベル ト／ 時） を大 きく下

回る状況にあり，かつ時間の経過 とともに大幅に低減 しているのであって，

いわき市内空間放射線量率は，同 じく自主的避難等対象区域 とされている福

島県内の伊達市，福島市，郡山市，二本松市と比較 しても相対的に低い数値

となっているものである （被告東京電力準備書面 （13） の6頁 以下， 乙C

27の1な い し乙27の61， 乙C28の1な い し乙C28の9） 。
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そ して，低線量被ばくの健康影響については，被告東京電力準備書面 （8）

に詳述 した とお りで あるが，国際的に合意 された科学的知見によれば，10

0ミ リシーベル ト以下の被 ば くにつ いては他の要因による発がんの影響によ

って隠れて しまうほ ど小さいため，放射線による発がん リスクの明らかな増

加を証明す ることは難 しいとされてお り，本件事故において避難指示の基準

とされている年間20ミ リシーベル トの被 ば くにつ いて も，他の発がん要因

（喫煙，肥満，野菜不足等）によるリスクと比べて十分低い水準にあること

が明 らかに されていることからすれば，かかる低線量被ばくによって，原告

らの法的権利が具体的に侵害 されているとい うことはできない。

また， このような放射線の健康影響に関する国際的な科学的知見の内容に

ついては， これまで新聞報道や政府の広報，専門機 関のホームページ等によ

り公開 されて，広 く知 られるに至ってお り，また知 り得 る状況にあると認め

られる （乙A51な い し乙A56， 乙A58の1な い し乙A58の30） 。

さ らに，原告 らが具体 的に どの程度の放射線被ば くを受 けていたのかは，

各人によって異なると考えられるところ，原子放射線の影響に関す る国連科

学委員会 （UNSCEAR） の2013年 及び2015年 の報告に よって，

福 島県 の住 民 らの本件事故後1年 間の実効線 量の推計値 が年 間20ミ リシー

ベル トを大 き く下回 る ことが明 らか とされているとお り，原告 らの被ばく量

も年間20ミ リシーベル トを大 き く下回 る と考えられ，実際，被告東京電力

準備書面 （8） の28頁 以下において述 べた とお り，福 島県が実施 した外部

被ばくに係 る 「県民健康管理調査」の全県調査においては，いわき地区では，

99パ ー セ ン ト以上が1ミ リシーベル ト未満 となってお り （乙A48） ，ま

た，福 島県が実施 したホールボデ ィカウンターによる内部被ばくの調査結果

においても，1ミ リシーベル ト未満 の方 が99．9パ ーセ ン トを 占めていた

とのこ とで あるか ら （乙A49） ，原告 らが本件事故後 にいわき市内に滞在

した場合に現実に被った被ばく量は年間20ミ リシーベル トの基準 を大き く
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下回るものであった と考えられ る。また，県民健康管理調査 における甲状腺

検査において，嚢胞，結節，がんの発見率の増加が認められるが，高い検出

効率によるものと見込まれ，本件事故の影響を受けていない地域 において同

様の手法を用いて検査を行った結果からは，福島県の子 どもの間で見つかっ

ている発見率の増加 については，放射線の影響 とは考えにくい と示唆されて

いるところである （乙A50） 。

したがって，原 告 らが主張す る放射線被ばく等に対する漠然 とした不安に

ついては，低線量被ば くに関す る前述のとお りの国際的にも合意 された科学

的知見やその周知の状況，いわき市内の空間放射線量率が低いものであるこ

と，被告東京電力準備書面 （14） の2～8頁 で述べ た とお り，いわき市内

の社会活動が本件事故以前と同様に営まれている実情にあること等に照らし

ても，原告 らの法的な権利利益に対する具体的な危険に対するものであると

は評価 し得ないものであるか ら，原告 らの上記主張も失当である。

3放 射線被ばくに対する不安について

（1） 低線量被 ば くの健康影響 についての未解明性について

原告 らは，初期段階における異常な混乱が一定程度収束 した後においても，

本件事故による放射線汚染は現在 もなお継続 しているところ，低線量被ばく

が人体の健康の及ぼす影響については，未だ科学的に明確な知見が確立 して

お らず，国際放射線防護委員会 （ICRP） で さえも，放射線被 ば くに よる

晩発影響についてLNTモ デル （直線 しきい値 な しモデル）を採用すべきと

していて放射線被ばくにおいて安全な数値はない としてお り，そのような状

況において，原告 ら放射能汚染地域に居住する滞在者 にとっては，放射線被

ばくに対す る不安は極めて大きいと主張す る （原告 ら準備書面 （32） の8

～10頁 ）。
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しか しながら，低線量被ばくの健康影響 に関 して国際的に合意 された科学

的知見については前述のとお りであるが，原告 らが指摘 しているLNTモ デ

ル （直線 しきい値 な しモデル） については，科学的に証明された真実 として

受け入れ られているのではなく，科学的な不確かさを補 う観点から，公衆衛

生上の安全サイ ドに立った判断 として採用 されているものであ り （乙A37

の8頁 ），国際放射線 防護委員 会 （ICRP） の2007年 勧告 においては，

同モデル の根拠 となっている仮説 を明確に実証す る生物学的／疫学的知見が

すぐには得 られそ うにないことが強調 されている。そ して，仮に，原告 らが

主張す るLNTモ デル の考 え方 に従 って リス クを比較 したとして も， 「年間

20ミ リシーベル ト被 ば くす ると仮 定 した場合の健康 リスクは，例えば他の

発がん要因 （喫煙，肥満，野菜不足等）によるリスクと比べても低い」とさ

れ ， 喫煙 （1000～2000ミ リシー ベ ル トの被 ば く と同等 ） ， 肥満 （2

00～500ミ リシー ベ ル トの被 ば く と同等 ） ，野 菜 不 足 や 受 動 喫煙 （10

0～200ミ リシ ーベ ル トと同 等 ）よ りも さ らに低 い レベ ル とされ て い る （同

9～10頁 ）。つ ま り， この よ うに社会生活上受容 されている各種の生活上

の リスクと比較 しても，年間20ミ リシーベル トの低線量被 ば くによるリス

クはさらに大幅に低いことが明 らかにされているのである。

その上で，いわき市内における放射線量率は，本件事故直後の時期を除き，

概ね年間1ミ リシーベル ト程度以 下の空間放射線量率で推移 してお り （乙C

31の2， 乙C27の1～61， 乙C28の1～9） ，そ のこ とはいわき市

の公報 な どを通 じて広 く知 られているものであり，本件事故後にいわき市内

に滞在 していた者の放射線被ば く量は年間20ミ リシーベル トす ら大き く下

回っていると考えられることは前述のとお りであるか ら，原告 らの居住地に

おいて，放射線被ばくによる生命 ・身体に対する具体的な危険が生 じている

とはい うことができない。

したがって，かかる主張によって原告 らの具体的な権利侵害が何 ら裏付け
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られるものではない。

（2） ア ンケー ト結果等 に見 る，原告 らの放射線被ばくへの不安

原告らは，アンケー ト結果等 を踏まえて，滞在者の放射線被ば くに対する

不安感は，決 して抽象的，観念的なものではなく，社会的な合理性，相当性

を十分に有 していると主張する （原告 ら準備書面 （32） の10～16頁 ）。

しか しなが ら，前述 の とお り，いわき市内における低線量被ばくによる具

体的な健康 リスクが生 じているとは認められないものであり，そのような中

で，客観的な根拠に基づかない漠然 とした不安や危惧感 を原告 らが抱いたと

しても，そのことをもって，法的な権利利益の侵害にあたると評価できない

ことは繰 り返 し述べた とお りである。

毎 日過酷な現実の騒音被害にさらされている住民原告による損害賠償請求

（国賠）事件である大阪国際空港事件 に係 る最高裁判決 （最大判昭和56年

12月16日 ・判例 タイ ムズ455号171頁 ） において も， 「原 判決の判

示 の うちには，単なる身体的被害発生の可能性ない し危険性そのものを慰籍

料請求権の発生原因たる被害と認めているかにみえる箇所があるところ，そ

のような可能性ない し危険性そのものを直ちに慰籍料請求権の発生原因たる

べき現実の被害にあたるとい うことができないことはい うまでもない」と判

示 しているのであ り，原告 らの上記主張には理由がない。

（3） 地域 の放射能汚染につ いて

原告 らは，放射能汚染は，スポ ッ ト的に汚染 されるものであ り，同じいわ

き市であっても，計測する場所や計測の仕方によってまったく異なる結果 と

なるから，公式発表の放射線の空間線量のみをもって，いわき市は放射線量

が低い と断ずることはできず，原告 らが提出 した証拠 （甲A9～ 甲A15）

に よる と，実際には行 政が発表す る公式な数値 よりも高い線量が計測され る
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いわゆるホ ッ トスポ ッ トがかな りあることがわかる，また，福島民報の報道

を見ても，放射能汚染や除染が不十分であることに関する報道がなされてい

ると主張する （原告 ら準備書面 （32） の16～19頁 ）。

しか しなが ら，原告 らが提 出する証拠 （甲A9～ 甲A15） に よる空 間放

射線 量率 を仮 に前提 としても，いずれも年間20ミ リシーベル ト （時間換算

3．8マ イ ク ロシーベル ト／時） を大 きく下回っているのであ り，いわき市

内における空間放射線量率が住民の健康上問題のない数値で推移 しているこ

とに何 ら変わりはない。いわき市からも，いわき市内で滞在 し，生活を送る

ことについて健康に支障が生 じ得るな どとい う情報は何 ら公表 されてお らず，

そのような科学的見解 が広 く周知 されているとい う事情 も全 く認められない。

したがって，原告 らの上記主張によっても，原告 らの法的な権利利益に対

する具体的危険が生 じていると評価することはできない。

（4）食 品の汚 染 について

原告 らは，福島民報の報道によると，多品 目にわたる食品等の出荷制限あ

るいは放射性物質検査における基準値超 えの報道が極めて頻繁になされてお

り，原告 らは，放射性物質に汚染 された食品等を摂取してしま うのではない

か，またそれによって放射性物質を体内に取 り込み，内部被ばくして しまう

のではないか とい う非常に大きな不安を抱 えながら生活 していると主張する

（原告 ら準備書面 （32） の19～23頁 ）。

しか しなが ら，政府 は，平成23年3月17日 に，本件事故後 にお ける放

射性物質によって汚染 された食品の飲食による衛生上の危害発生の防止 を図

るとの観点か ら，原子力安全委員会により示 された指標値をもって暫定規制

値 とし，これを上回る食品については，食品衛生法6条2号 に当た るもの と

して食用 に供 されないよう規制す る措置を講 じ （乙A88） ，翌18日 よ り

地方 自治体 に よる検査 が行われ，同月19日 よ り，暫定規制値 を超 える食 品
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の廃棄等の措置が採 られてお り，その上で，政府の原子力災害対策本部は，

原子力災害対策特別措置法に基づき，平成23年3月21日 以 降，福 島県内

において，葉菜類等の一定の食品に係 る政府 による摂取制限措置を講 じると

ともに （これまでの対象品目と解除の状況については，乙A89参 照） ，原

乳，野菜類 等 の多数 の品目について，その後順次，出荷制限措置を講 じてい

る （これまでの対象品 目と解除の状況について，乙A90参 照）。

そ して，地方 自治体が実施する放射性物質検査の結果は厚生労働省のホー

ムページで公表 されるとともに，農林水産省のホームページにおいても農産

物に含まれ る放射性セシウム濃度 の検査結果が公表されている （乙A91の

2～3頁 ）。

その後，食 品安全基本法 に基づき内閣府 に設置された食品安全委員会にお

いて食品と放射性物質に係 るリスク評価の検討が進められ，平成23年10

月に同委員 会 によ り放射 性物質に よる食品健康影響評価が取 りまとめられた

ことを受けて （その検討方法等については，乙A92） ，平成24年4月 か

ら，食 品 中の放射性物質 に関す る新 しい基準値が施行 されるに至ったが，こ

れは，従前 の暫定規制値 を下回っている食品については健康への影響はない

と一般的に評価 され，安全性は確保 されているものであるが，よ り一層，食

品の安全 と安心を確保するために，事故後の緊急的な対応 としてではなく，

長期的視点か らの新たな基準値 として設定されたものとされている （乙A9

2， 乙A93） 。

そ して，本件事故以前の原子力安全委員会による指標 （すなわち暫定規制

値）では，一般食品が500ベ ク レル／ キ ログラム，牛乳及び飲料水が20

0ベ ク レル ／ キログラム とされ ていたのに対 して，新 しい基準値では，一般

食品について100ベ ク レル／ キ ログラム，牛乳 について50ベ ク レル／ キ

ログラム，飲 料水 について10ベ クレル／ キ ログラム とす るものであり，規

制値を大幅 に厳格化す るものであった。 この新 しい基準は，年間の線量上限
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値を1ミ リシーベル トとして， これ に基づき一般食品等に割 り当てる線量を

決定 したものであ り （乙A93） ，十分 に安全側 に立 った基準 であると解 さ

れるが，従前の暫定規制値を満たす食品及び平成24年4月 以降 にお けるこ

の新 しい基 準値 を満たす食品の安全性にっいては，厚生労働省のホームペー

ジにおいて，Q＆A方 式で説 明がな され てお り，十分な安全性が確保 されて

いることについてわか りやす く情報提供がなされている （乙A91） 。

さらに，厚 生労働省 は，食 品からの実際の被ばくの程度について，平成2

3年9月 と11月 に東京都 ，宮城 県，福 島県 で実際に流通 している食品を調

査 して推計 した ところ，今後の食品からの放射性セシウムによる被ばく線量

は，年間にi換算 して0．002～0．02ミ リシーベル ト程度で あ り， これ

は 自然界に存在す る放射性カ リウムによる被ばく線量0．2ミ リシーベル ト

程度 と比べ て も非 常に小さい値であった，と説明されてお り （乙A93・Q

2参 照），実 際，食物摂 取に よる内部被ばくは十分に低いことは，広報いわ

きにおいて も公表 されている（乙A81の20） 。

さらに， いわき市 の水道水 については，平成23年4月11日 時点にお い

て，放射性 物質 は検 出 されていないことが，広報いわきにおいて公表 されて

お り（乙C31の1） ，いわき市で は安心 して水道水 を利用することができる

と周知 されていることは，被告東京電力準備書面 （13） の11頁 以下に詳

述 した とお りである。

以上の とお り，本件事故後において，福島県内で流通 している食品の安全

性は確保 されてお り，かつそのことは広 く周知 されている実情にあるから，

かかる事情 の下において，原告 らが福島県内で流通 している食品の安全性に

対する不安 を仮に抱いていたとしても，合理的 ・科学的な根拠に基づ くもの

とはい うことができず，かかる不安をもって，原告 らの法的な権利侵害に当

たるとい うこともできない。
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4原 発事故が収束 してい ないこ とについての不安について

（1） 原告 らは，2011年 （平成23年 ）12月16日 の政府 による本件事故

の収束宣言後も，本件原発では トラブルやインシデン トが相次ぎ，また20

13年 （平成25年 ）2月1日 には，事 実上事 故収束宣言が撤回されたこと

な どから，本件事故は到底収束 したとはいえない状況であ り （原告 ら準備書

面 （3）），原 告 らは，大規模 な自然災害，または人為的なミス等が原因で，

再び本件原発において大事故が起きるかもしれない とい う不安を抱いている

ところ，かかる不安は，原告 らに対す るアンケー ト結果等を踏まえると，合

理性及び相当性を有 しているなどと主張する （原告 ら準備書面 （32） の2

3頁 以下）。

（2） しか しなが ら，本件事 故後 ，平成23年4月22日 ころまで には本件原発

の状況 は概 ね安定 し，同 日本件原発か ら20～30キ ロメー トル 圏内の屋 内

退避指示が解除 され るな どし，平成23年12月16日 ，原 子力 災害対策本

部 にお いて ，本件原発の原子炉は安定状態を達成 し，事故そのものは収束に

至ったことが確認 され，原子炉の 「冷温停止状態」の達成，使用済燃料プー

ルのより安定的な冷却の確保等の目標が達成 されていることか ら，発電所全

体の安全性が総合的に確保 されていると判断され， 「放射性物質の放出が管

理 され，放射線量が大幅に抑 えられている」 とい うステ ップ2の 目標達成 と

完了 が確認 された 旨公表 されてお り，不測の事態が発生 した場合 も敷地境界

における被 ばく線量が十分低い状態を維持することができるようになったた

め，安定状態を達成 し，発電所の事故そのものは収束に至ったと判断されて

いる （乙A29） 。

そ の上で，平成23年12月26日 ，政府 の原子 力災害対策本部 よ り， 「ス

テ ップ2の 完 了を受 けた警戒 区域及び避難指示 区域の見直 しに関す る基本的
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考え方及び今後の検討課題について」 （乙A30） が公表 され， この中で，

政府 の原子力災害対策本部は，上記ステ ップ2の 完了 を受 けて，警戒 区域及

び避難指示 区域の見直 しについて具体的な検討を開始する環境が整った とし

て，警戒区域及びその他の避難指示区域の見直 しの基本的な考え方を整理 し

ている （乙A30の7頁 以 下）。

また，本件 原発 の1号 機 ない し4号 機原子炉建屋 か らの放 出に よる敷地境

界上の被ば く線量は平成24年2月 時点で年 間0．03ミ リシーベル ト （日

本 にお ける平均の 自然放射線 による年間被ばく線量は約2．1ミ リシーベル

トで あ り，これの約70分 の1に 相 当す る。）に とどまるた め （乙A94） ，

本件事故に よる放射性物質の放出自体 も収束に至っている。

そ して，本件事故後のいわき市内の空間放射線量率の状況については前述

のとお り平成23年6月 ころ以降は概 ね年 間1ミ リシーベル ト （0．23マ

イ クロシーベル ト／ 時）程度以下で推移 してお り，本件原発の状況に関して

いわき市内での居住に当たって抽象的な漠然 とした不安を感 じることがある

としても，それは客観的な根拠に基づ くものではなく，いわき市内に居住す

る住民の健康に対する具体的な危険に対する不安であるとはいえないから，

かかる事情によっても，原告 らが主張する精神的損害が基礎付けられ るもの

ではない。

したがって，原告 らの上記主張にも理由がない。

5人 間関係の分断や軋礫について

（1） 原告 らは，いわ き市に居住す る市民の中には，放射線被ばくを意識 し，不

安やス トレスを 日々感 じながら生活 している人がいる一方で，放射線被ばく

や原発事故のことな ど忘れ去 りたいとい う人 もお り，このような市民の二極

化により，同 じ家族や知人のとの間で放射線被ばくについての認識 に関する
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意見等が対立することで，家庭不和や知人と不仲になってしまった り，また，

いわき市内における政府による避難指示区域からの避難者の増加により，急

激 な人 口増や賠償金の不公平感から，いわき市民が避難者 に対 して不満を持

った りするなどして，被害者同士の深刻な軋礫 を生むことになるが，原告 ら

に対す るアンケー ト結果等 も踏まえると，このような軋礫 も本件事故の深刻

な被害の1つ であ るな どと主 張す る （原告 ら準備書面 （32） の25頁 以下）。

（2） しか しなが ら，放射線被 ば くへの恐怖や不安，これに伴 う行動の 自由の制

限等により，正常な 日常生活の維持 ・継続が相当程度阻害されたために生 じ

た精神的苦痛については，中間指針追補等の定める賠償額の中で考慮 されて

お り，賠償 の対象 とされていることはすでに述べた とお りである。

また，原告 らが主張する人間関係に起因す る軋礫な どによって不快な思い

をすることがあった としても，それ らは原告 らとその周辺の個々人の人間関

係や認識等に起因するものであ り，本件事故による放射線の影響 と相当因果

関係 のある法的権利の侵害に当たるとはい うことができない。

したがって，原告 らの上記主張も失当である。

6生 活の質や地域力の低下について

（1） 原告 らは，本件事故 以前は，農産物や海産物が：豊富だったいわき市におい

て，多 くの市民は良好な人間関係 を育み，また子供たちは豊かな 自然の中で

人格を形成 してきたが，本件事故によって，原告 らが居住する地域は，現在

大気，土壌，地下水，河川，海洋等の環境全体が汚染 されている状況が続い

ているため， 自然の恵みを享受 した原告 らの生活は奪われ，生活の質や地域

力の低下に伴い，原告 らは大きな精神的苦痛を被ったなどと主張する （原告

ら準備書面 （32） の29頁 以下）。
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（2） しか しなが ら，被告東京電力準備書面 （13） において詳述 した とお り，

いわき市の空間放射線量率は本件事故後急激に減少 してお り，その後も年間

20ミ リシーベル ト （時間換算3．8マ イ クロシーベ ル ト／ 時） を大きく下

回っているだけでなく，毎時0．1マ イ ク ロシーベル トす ら下回っている実

情にある （乙C31の2， 乙C27の4～61， 乙C28の3～9） 。また，

いわき市 では，除染 実施計画に従い，順次除染措置が実施 されてお り，平成

28年6月 末時点においては，公共施設，住宅，農地及び森林については，

除染発注数 とほぼ同数 について除染が実施 されているか，あるいは調査にて

終了 （事前のモニタリングの結果により，除染作業が必要ない と判断された。）

している （乙C41） 。

また，各種 の産業 も本件事故後に回復の道をたどってお り，いわき市では，

大型小売店等販売額が平成23年4月 に本件事故前 と同程度 の水準まで回復

し，同月以降本件事故前の直近年同月比110パ ーセ ン ト前後の水準 を維持

してお り，また， 自動車新規登録台数は平成23年9月 に本件事故前 と同程

度 の水準まで 回復 し，同月以降本件事故前 を大きく超 える水準で需要が継続

してお り， さらに，新規求人倍率及び有効求人倍率はいずれ も本件事故後か

ら高い水準を維持 しているなど，いわき市は復興需要で地域経済が大きく回

復 し，む しろ本件事故以前 と比較 しても経済状況は好転 している （被告東京

電力準備書面 （13） の20～32頁 ）。

さらに，後述 の とお り，いわき市では，農地の除染が進み，放射性物質の

影響によって営農ができない状況にはな く，海産物の水揚げも再開されてい

ること，林産物の生産量は回復傾 向にあることなどか らすると，いわき市に

おける農業，漁業，林業の状況は回復 してお り，さらに，いわき市復興事業

計画が順次策定され，同計画 （第四次）の進捗状況は100パ ーセ ン トと評

価 され てい るな ど，いわき市における復興状況は良好である （同 （14） の
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9～15頁 ）。

また，被 告東京 電力準備 書面 （14）2～8頁 において詳述 した とお り，

いわ き市では，本件事故後，平成23年6E20日 には道 の駅 よつ くら港 が

再開 し， 同年7Aに はい わきマ リンセ ンター ・三崎公園野外音楽堂，いわき

陸上競技場等が再開するなど，平成23年6，7月 ころには屋外活動 が十分

可能 な状態 となってお り （乙A61の3の8頁 ，乙A61の4の4，5頁 ），

同年8月 には，いわき市 内において 「平七夕まつ り」，「じゃんが ら鎮魂祭」，

「いわきお どり小浜大会」等多 くの夏祭 りが開催 され，児童 を含む多くの若

者が夏祭 りに参加 し （乙A61の5の10～11頁 ），同年10月 には，2

1世 紀 の森公 園にお いて，従来個別 に開催 されていた物産展や産業祭等 を統

合 した 「がんばっべ ！いわき復興祭」が開催 され，2日 間で延べ10万 人 以

上が来場す るな ど （乙A61の5の8頁 ，乙A61の7の 表紙 裏表紙 ），

いわき市 は本件事故前の活気 を取 り戻 していることが認められる。さらに，

平成24年 に入 ってか らは，同年2月 に，全 国各地 か ら約8000名 が参加

した 「第3回 いわきサ ンシ ャイ ンマ ラソン」が開催 され （乙A61の6の1

0，11頁 ， 乙A61の9の3頁 ， 乙A61の11の2，3頁 ） ，同年5月

5日 の子供 の 日には，いわ き市内のアクアマ リンパークのアクアマ リンふ く

しまや， 「わんぱ くひろば みゅうみゅう」が，多くの家族連れでにぎわい

（乙A61の14の 表紙 裏表紙），翌6月 にはい わき陸上競 技場 におい て，

「いわき市小学校陸上競技大会」が開催 され （乙A61の15の 表紙，裏表

紙） ， 同年10月 には小名浜港ア クアマ リンパー クにおいて，全国的なイベ

ン トであるいわき小名浜みなとフェスティバルに，3日 間で13万 人 を超 え

る参加者 が来場す るな ど （乙A61の17の8頁 ， 乙A61の19の 表紙 ，

裏表 紙 乙A65） ，子供 か ら大人 までが参加 で きる屋外イベ ン トが，多数

行われるよ うになってお り，いわき市では，本件事故後か ら復興が進み，例

年通 りの屋外活動を含めた社会的活動が活発 に行われていることが認められ
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る。

したがって，被告東京電力が賠償の対象 としている精神的損害を超えて，

本件事故に起因す る上記の とお りの空間放射線量率の状況の下で，客観的に

いわき市内での生活が阻害され，原告 らの法的な権利利益が侵害 されている

とは評価す ることはできないものであって，原告 らの上記主張には理由がな

い 。

7事 業者の被害について

（1） 原告 らは，本件事故 以前，いわき市は，海岸沿いの比較的温暖な気候の自

然豊かな地域のため海の幸，山の幸その他農作物が豊富で，また首都圏から

も比較的近いことから観光産業 も盛んであったが，本件事故でいわき市が放

射能に汚染 されたことによって，いわき市の農業，漁業，林業，観光業な ど

の事業を営む原告 らは経済的に大 きな被害を受けるとともに，それまで長年

続 けてきた仕事 を突然奪われたことで生きがいを喪失するなど多大な精神的

苦痛を被ったな どと主張 し，農業従事者，漁業従事者，林業従事者及び観光

業従事者には，様々な苦痛や不安が生 じていると主張す る （原告 ら準備書面

（32） の39頁 以下）。

（2） しか しなが ら，事業者 の営業損害や風評被害等の経済的損害の うち，本件

事故 と相当因果関係を有するものについては，精神的損害とは別個に賠償が

なされてお り，実際に，被告東京電力においてはかかる営業損害の賠償 を行

っているところである。

また，被告東京電力準備書面 （14）9～12頁 において も詳 述 した とお

り，いわき市における農業，漁業，林業の状況は回復 している。

すなわち，いわき市における農業の状況について，原木 しいたけ （露地）

17



については，平成23年4月24日 に福 島県の出荷制 限が解 除 され ，同年1

1月9日 にいわ き市 よ り出荷 自粛要請 が出たものの，同月11日 には解除 さ

れてお り， また， ホ ウレンソウや小松菜，キャベツ，は くさい，プロッコリ

ー等は，平成23年5月4日 に出荷制限が解 除 されてい る （乙A66） 。 ま

た，平成28年6月 末 時点において，農地 について は除染発注数 とほぼ同数

について除染が実施 されているが，あるいは調査にて終了 していることを踏

まえると （乙C41） ，いわ き市にお いて，放射性物質の影響によって営農

ができない とい う状況にはない。 さらに，いわき市では，平成23年4月 に

いわき産農 産物 に対す る風評被害を払 しょくするため，農産 物や加工品等の

販売が行われた 「オールいわきキャラバ ン」が市内5か 所 で，い わき産農産

物のPR・ 販売活動が行 われ た 「オール 日本 キャラバン」が東京 ・新橋で開

催 されてお り，同年10Eか らは 「いわ き農産物見 える化 プ ロジェク ト」が

始動 し，インターネ ッ ト上でいわき市の農作物，土壌，水の放射性物質等の

検査結果等の情報が発信 されている （乙A67） 。また，いわ き市では， 「い

わきブラン ド農産品通信」が継続的に発行 され， 「いわきブラン ド」の農産

品に関する情報の発信が行われているほか，各地でいわき市の農作物をPR

す るイベ ン トを開催 した り，いわき市産の農作物の魅力を発信 した りす るな

どの活動が行われ （乙A68） ，本件事故後 か ら，いわき市産 の農作物の安

全性 を広 く理解 してもらうことで，風評被害を払 しょくし，いわき市の営農

の活1生化 につ なが る活動が行 われ ている。

また，いわき市における漁業状況については，いわき市を含む福島県沖で

漁獲 された魚介類の多 くについて出荷制限指示が解除 されてお り（乙A71） ，

海産物 の緊急 時モ ニタ リング検査の結果により安全性が確認 されている魚介

類 も多 くあ り，放射性物質の数値が低いか，ほとんどが放射性物質不検出と

なっている魚種の中か ら選定されたものについては，平成24年6月 か ら試

験操業 が行 われてお り，いわき市の小名浜魚市場においても試験操業が行わ
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れていることや （乙A72） ，いわき市 の水揚 げ量 の過 半数 を占める小名浜

港や，それに次いで水揚量が多い中之作港においては，本件事故後に水揚げ

が再開されていること （乙A73） ，試験操業 の対象 となってい る海産魚介

類については基準値 を下回っていることが福島県によって確認 され，かつそ

れが公表されていることなどか らす ると，漁業についても事業状況は回復 し

つつある （営業損害に関す る賠償 が別途行われ ることは前述の とお りであ

る。）。

さらに，いわき市における林業については，平成28年8． 月末時点 にお い

て，いわ き市の森 林に関して除染計画が策定 されたものについては，すべて

除染が実施 されているところ （乙A78） ，いわ き市の林産物 の生産推移を

みると，木材については，平成23年 度 に若干生産量が減少 してい るものの，

平成25年 には，本件事故前 とほぼ同等の水準に近付いてお り，また，なめ

こについても，平成24年 度 には本件事故前 の生産量 を上回る程度に回復 し

ていることなどか らす ると （乙A76） ，本件事故直後 にいったん落 ち込ん

だ状況は回復 している。

したがって，いわき市内におけるこのような本件事故後の農林漁業の状況

に基づいて，これ らの産業に対する営業上の損害が別途賠償の対象 とされて

いることを踏まえても，中間指針追補等に基づき被告東京電力が公表 してい

る原告 らに対す る精神的損害の賠償額は相当性 ・合理性があるものである。

8被 告東京電力による賠償金額について

（1） 原 告 らは，初期 混乱期 が一定程度収束 した後においても，現在に至るまで

本件事故による被害を日々受け続けてお り，原告 ら準備書面 （32） にお い

て主張 してい る初 期混乱期以降の継続的被害の実態からすると，被告東京電

力が原告らに対 して実施 している賠償は，原告 らが現在まで受け続けている
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様々な被害，精神的苦痛を賠償す るための金額 としては極めて不十分である

と主張す る （原告 ら準備書面 （32） の42～43頁 ）。

（2） しか しなが ら，中間指針追補及び中間指針第二次追補に基づき，被告東京

電力においては，放射線被ばくにより健康被害を受けるかもしれないとい う

不安感 に基づ く正常な 目常生活の阻害に係 る精神的苦痛 （滞在者の場合）及

びかかる不安感に基づいて避難 したことにより生 じた正常な 日常生活の阻害

（避難 者の場合）について，本件事故 と相当因果 関係の認 められ る範囲にお

いて精神的損害の賠償 を行っているところであり，かかる中間指針等の合理

性，相 当性 が認められ ることは，被告東京電力準備書面 （16） において述

べた とお りである。

滞在者の場合においても， 自主的避難者の場合においても，低線量被ばく

に対する不安から各種の 日常生活の阻害が生 じ得ることは認 め得 るところで

あるとして も，自主的避難等対象 区域において現実に生 じている低線量被ば

くの健康への具体的危険の程度については，原告 らが主張するLNTモ デル

の考 え方 に従 って リス クを比較 したとしても， 「年間20ミ リシーベル ト被

ば くす る と仮 定 した場合の健康 リスクは，例えば他の発がん要因 （喫煙，肥

満，野菜不足等）によるリスクと比べても低い」 とされ，喫煙 （1000～

2000ミ リシーベ ル トの被 ば くと同等） ，肥満 （200～500ミ リシー

ベル トの被 ば くと同等），野菜不足や受動喫煙 （100～200ミ リシーベ

ル トと同等 ） よ りもさ らに低い レベルとされていること （乙A37の9～1

0頁 ）及び本件事故 直後か ら避難 等対象区域に指定 されていないいわき市な

どの区域において生活上の注意や冷静な対応を呼びかける報道がな されてお

り，低線量被ばくの健康影響に関する科学的な情報についても新聞紙や専門

機関のなどパンフレッ トやホームページでも広 く公表 されて，広 く知 られ る

ところとなっていたことなどを踏まえれば，被告東京電力が中間指針追補等
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に基づき自主的避難等対象者に対す る賠償を行っている賠償対象期間 （大人

については本件事故発生 当初の時期＝平成23年4月22日 ころま で，妊

婦 ・子供 については平成24年8月 末 まで） を超 える期 間において は，本件

事故に起因す る低線量被ばくの具体的なリスクの程度等に照 らし，本件事故

と相当因果関係のある自主的避難 等対象者の精神的損害の発生を認 めること

はできない。

その上で，被告東京電力は，次表のとお り，中間指針追補に基づき， 自主

的避難 等対象者一人当た り8万 円，妊婦 ・子供 の場合 には一人当た り40万

円 をそれぞれ賠償 す る とともに，これに加え，実費等に関しても，被告東京

電力賠償基準に基づく賠償を行っている。

中間指針追補で定める自主的避難等対象区域内に住居があった者に対する賠償

本件事故発生から 平成24年1月 以降

自主的避難等 平 成23年12月 末

対象区域 大人 18歳 以下 大人 18歳 以下

及び妊婦 及び妊婦

8万 円 （本件事 40万 円 8万 円 （た だ し，

精神的損害
故発生当初の 平成24年8月 末ま

（生活費の増
時期における での期間におけ

加費用含む）
損害として） る損害 として）

その他費用 20万 円 （実 際 に 4万 円 （ただ 4万 円

自主的避難を行 し，本件事故

った者 に対 して 発 生当初 の

20万 円を追加 ） 時期 以降の

損害 として）
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被告東京電力準備書面 （4）の53頁 に詳述 した とお り，政府 に よる避難

指示やその解除の状況，科学的な放射線被ば くの リスクに関する情報の伝達，

福島県内市町村 における放射線被ば くへの不安軽減措置の実施状況等か ら

すると，自主的避難等対象者の放射線被ばくに対す る不安 も一定の解消に向

かっていると考えられ，また，中間指針第二次追補において，平成23年9

月30日 に避 難i指示 が解 除 された 旧緊急 時避難 準備 区域に生活の本拠 を有

す る避難者への精神的損害の賠償終期を平成24年8月 末 まで を 目安 とす

る と定 め られ ていること （乙C4の7頁 ）も踏ま えると，妊婦 ・子供 の 自主

的避難等対象者に対する賠償期間については，平成24年8月31日 まで と

す る ことが合 理的かつ相 当である。

中間指針追補の賠償指針はその策定過程において，過去の裁判例等 も参照

の上で検討 してお り （乙C17参 照），た とえば，空港基地騒音訴訟 （新横

田基地訴訟 ：最高裁判決平成19年5月29日 ）では，W値 （騒音 レベル ）

75～80の 地域 は慰謝料月額3000円 ，同80～85の 地域 は6000

円，同85～90の 地域は9000円 ，同90以 上 の地域 は1万2000円

が認容 されてお り，道路騒音 ・排気ガスに係る国道43号 線訴訟 （最高裁平

成7年7， 月7日 判決）では，騒音につ いて慰謝料月額5000円 ，6000

円，8000円 ，1万 円，排ガスについて慰謝料月額3000円 が認容 され

てい る。

また，前述 の大阪国際空港最高裁判決においても，月額1万 円が賠償額 と

して認 定 されて いるところである。

このよ うな裁判例に照 らしても，いわき市内のような自主的避難 等対象区

域内の住民に対する精神的損害の賠償額 としては，本件事故後の状況を踏ま

え，中間指針追補等に基づき，原告 らの精神的苦痛を慰謝す るに足る賠償額

が指針 として定められているとい うことができる。上記の大阪国際空港事件

上告審判決は，原審である控訴審判決の判示内容について， 「原判決の判示
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の うちには，単なる身体的被害発生の可能性ないし危険性そのものを慰籍料

請求権の発生原因たる被害 と認めているかにみえる箇所があるところ，その

ような可能性ないし危険性そのものを直ちに慰籍料請求権の発生原因たる

べき現実の被害にあたるとい うことができないことはい うまでもない」と判

示 してお り，このよ うな考え方は確定判例であるといってよい。

したがって，本件事故後におけるいわき市内における本件事故に起因する

放射線量率の状況やそのリスクに対する科学的知見の適切 な周知・広報の状

況等か らすれば，被告東京電力が原告 らに対 して実施 している上記のとお り

の精神的損害の賠償等の水準は，その リスクの客観的な程度を踏まえても，

原告 らの精神的苦痛を慰謝するに足るものであ り，かかる賠償額が極めて不

十分であるとい う原告 らの上記主張には理由がない。

以 上
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